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評価調査結果要約表 
 

１．案件の概要 

国名：パプアニューギニア独立国 案件名：小規模稲作振興プロジェクト（フェーズ2） 

分野：農業開発 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：農村開発部水田地帯第

一課 

協力金額（評価時点）：1.8億円 

協力期間： 

（R/D：2011年10月） 

2011年12月1日～2015年5月31日 

先方関係機関：農業畜産省食料安全保障局 /稲作普及課

（REU） 

日本側協力機関：なし 

１－１ 協力の背景と概要 

パプアニューギニア独立国（以下、「パプアニューギニア」と記す）では、農業セクターが

人口の約8割の生計を支えており、その多くが自給食料の生産と輸出換金作物であるコプラ、

コーヒー、カカオなどを栽培する小規模農家である。かつては食料自給が可能であったが、人

口増加と、都市化、産業開発及び食生活の変化により、食料需要が大きく増え、現在、穀物や

肉など多くの食料を輸入に依存している。特にコメはパプアニューギニアにおける重要な主食

の1つとなっているが、供給の大半を輸入（20万t）に依存し、外貨流出が年間4億キナ（約160

億円）以上に及んでいる。また、農家ではコメの購入が大きな支出の1つになっており、小規

模農家の家計の大きな負担になっている。 

パプアニューギニア農業畜産省は、食料安全保障政策として稲作の振興を国家戦略として掲

げており、特に小規模農家への普及に重点を置き、同省食料安全保障局（Food Security Branch：

FSB）に稲作普及課（Rice Extension Unit：REU）を設置し、全国への稲作の振興を各州と協力

しながら実施する体制をとっている。2003年から2008年に実施された技術協力プロジェクト

「小規模稲作振興計画」（以下、フェーズ1）では、小規模稲作技術の整理と強化（低投入の陸

稲栽培管理、手動木臼による収穫後処理、種子の自己生産と保存、稲作技術のサイクル化）や

農民間普及手法（モデル農家アプローチ：Model Farmer Approach）を導入し、モデル農家（Model 

Farmer：MF）育成、地方政府による普及サービスの構築（モデル農家支援システム構築、公営

精米所の機能強化、種子配布の実施）、及び中央行政の政策実施・機能強化（REU組織の立ち

上げやガイドライン策定）を行った。また、稲作振興の担い手となる州政府農業畜産局スタッ

フの稲作普及計画の策定やモニタリング、報告書作成等の事業実務管理能力強化を行い、フェ

ーズ1対象2州政府（東セピック州、マダン州）は州政府独自の稲作振興予算配賦を開始するな

ど、地方政府のイニシアティブによりモデル農家アプローチによる稲作普及が行われる体制が

構築された。その後、農業畜産省は小規模稲作の普及対象として2州（マヌス州、ミルンベイ

州）を加えている。 

このように稲作普及の拡大が行われる一方で、病害虫による被害や休耕期間の短縮化による

収量低下が明らかになっており、モデル農家によるこうした技術的問題への初歩的対応が要望

として挙げられている。また、旧対象2州ではモデル農家の活動報告が徹底されておらず、稲

作普及の実態を把握し的確な行政施策を策定するためにもモデル農家のモニタリングや支援

方法の改善が必要となっている。このように、フェーズ1で導入したモデル農家アプローチや

その支援システムの改善を行い、更に新対象州で導入していくことが求められる。更に、稲作

農家からは手動精米技術だけでなく、公営・私営の精米所による機械精米サービスへの要望が

依然として大きいが、村落部では精米機械の機械操作や維持管理の問題により稼働が不安定な

精米機が多く存在している。 

フェーズ1ではモデル公営精米所の改善と実践マニュアルの作成を行ったが、機械の修繕・
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維持管理などの技術指導や、現地の能力に応じた適切な精米機を導入しサービスを改善するた

めの運営指針の作成が必要である。加えて、行政機関の体制面については、フェーズ1では中

央政府のコメ普及体制を構築したが、コメ栽培に関する正確な統計情報が存在しないため、次

の段階として全国的な食料安全保障政策を実施するための障害になっている。また、地方分権

を背景とする中央と地方の連携不足や共通の普及ガイドラインの未整備などの課題があり、引

き続き行政の実施面での強化が必要である。 

現状ではパプアニューギニア農業畜産省によるこれら課題への対応能力・体制が弱いため、

独力で問題解決を行えず、全国普及するための制度や体制も十分に整っていない。係る状況の

下、フェーズ1で構築した稲作振興体制を維持発展しつつ、稲作を普及・定着させるためのさ

まざまな課題への解決能力を強化すべく、後継プロジェクトがわが国に要請された。 

このような背景から、パプアニューギニアはモデル農家アプローチとその適用拡大による小

規模稲作普及に関する協力の継続をわが国に要請した。係る要請を受け、関連情報を収集しプ

ロジェクトの枠組み案等についてパプアニューギニア国政府関係機関と協議するため、2011年

3～4月に詳細計画策定調査団を派遣し、これを踏まえ、2011年10月に討議議事録（R/D）に署

名、2011年12月から3.5年間の計画で「小規模稲作振興プロジェクト（フェーズ2）」を開始した。

本プロジェクトは、現在、2名の長期専門家（チーフアドバイザー/普及計画管理、業務調整/

行政強化）を派遣中であり、スタッフ補完研修及びモデル農家補完研修を各対象州において実

施するとともに、モデル精米所の運営・管理上の問題点を摘出し、運営改善のための方策を検

討、対象州以外の州でベースライン調査を実施している。 

 今次の中間レビューでは、プロジェクトの中間点を経過したことから、パプアニューギニア

国側と合同で、協力開始から現在までの実績、プロジェクト目標と成果の達成度をPDMに基づ

き確認し、更に評価5項目の観点からプロジェクトの評価を行うとともに、プロジェクトの残

り期間の課題及び今後の方向性について確認し、合同評価報告書に取りまとめ、合意すること

を目的とする。 

 

１－２ 協力内容 

（1）上位目標 

対象州における稲作生産者と生産量が持続的に拡大する。 

（2）プロジェクト目標 

モデル農家アプローチとその支援システムの適用と改善によって対象州において小規模

稲作が普及される。 

（3）成果 

1）モデル農家補完研修の実施とモニタリングシステムの改善によりモデル農家アプロー

チとその支援システムによる稲作普及サービスの実施体制が改善する。 

2）公営・私営精米所による機械式精米サービスが改善する。 

3）農業畜産省の稲作普及課（REU）と食料安全局による稲作政策実施が強化される。 

（4）投入（評価時点：2013年9月時点） 

＜日本国側＞ 

長期専門家派遣：延べ3名、短期専門家派遣：延べ4名派遣 

機材供与：466,693キナ（車両、精米機、視聴覚機材等）、携行機材：638,500円 

プロジェクト運営費：額約545,828キナ相当の在外事業強化費 

なお研修はフェーズ2では実施されていないが、国内研修として、上級モデル農家研修に4

名参加あり。 

＜パプアニューギニア側＞ 

カウンターパート（以下、「C/P」）：累計16名（現在13名、農業畜産省に5名、パイロット4州

に各2名）農業畜産省の建物に専門家執務室を提供。またパイロット州の精米機器を設置する
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場所の提供。 

 活動費の支出：中央政府からは1799,944.00キナ、パイロット州では、東セピック州で302,000

キナ、マダン州で180,000キナ、マヌス州で700,000キナ、ミルンベイ州で649,000キナの支出が

報告。 

２．評価調査団の概要 

調査者 

（日本側） 
担当分野 氏 名 所 属 

総括/普及計画管理 角田 幸司 JICA農村開発部 参事役 

稲作栽培 滝田 正 JICA筑波 研修指導者 

評価分析 松本 彰 A&Mコンサルタント有限会社 代表取締役

計画管理 金子 健二 JICA農村開発部 水田地帯第一課 

なおパプアニューギニア側も、Mr. Tony Yedu（国家計画モニタリング省）を団長に、国家計画

モニタリング省から2名、農業畜産省から1名の計3名を配置。 

調査期間 2013年9月7日～9月27日 調査種類：中間レビュー 

① 技術協力の開始からプロジェクト中間時点までの実績と実施プロセスを確認し、その情報

に基づいて、評価5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト及び持続性）の観点から

両国の合同中間レビュー調査団により総合的に評価する。 

② プロジェクト後半の活動計画について協議し、必要な助言を行い、必要に応じて計画の修

正を行う。 

③ 円滑なプロジェクト運営のために取るべき措置について協議し、結果を日本及びパプアニ

ューギニアの両国政府及び関係当局に報告・提言する。 

３．評価結果の概要 

３－１ 成果の達成状況 

【成果1】 

モデル農家補完研修の実施とモニタリングシステムの改善によりモデル農家アプローチとそ

の支援システムによる稲作普及サービスの実施体制が改善する。 

指標1-1. 郡行政等の地域性にかんがみたモニタリング改善計画（単数または複数）の適用性と

実施可能性：適用性及び実施可能性の記載 

指標1-2. 予算措置の有無にかかわらず、モニタリング改善計画を採用する郡の数：11郡 

指標1-3. 補完研修を受けたMFの数：170名 

指標1-4. 外部要員への委託なしで実施されたMF補完研修の数：12コース 

指標1-5. MF補完研修のモジュール数：10 

指標1-6. 補完研修を受講した州職員〔郡及び地方自治政府（Local Level Government：LLG）職

員を含む〕の数：20名 

＜成果1達成レベル&状況＞ 

成果1の普及サービスについては、既にフェーズ1で導入したモデル農家アプローチの有効性

が認められるものの、対象地域の拡大に伴い、普及員並びにモデル農家等、関係者が新たに増

えたことで、まだ十分な成果を出すには至っていない。 

なお、州のイニシアティブ（独自予算で計画及び実行）で、普及員やモデル農家に対する研

修や普及活動は実施されつつあり、研修を受講した普及員やモデル農家が、専門家やボランテ

ィアと協力しながら、周辺農家に対して稲作技術の移転、普及活動が開始されつつある。 

またモニタリングシステムは、稲作に関する基本情報の整備、記録を取ることで、活動結果

の確認や適切な予算・普及計画を立てることに役立てるという目的があるとともに、その場を

活用して、稲作農家に対する指導、助言を行うことで、農家が継続してコメ栽培を行い、稲作

が根づくことをめざすものでもある。しかしながら、上記のとおり、対象地域の拡大や関係
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者の増加もあり、まだ十分に関係者に理解、浸透しておらず、かつ組織構造（特に州政府から

郡・地方自治政府へ、郡・地方自治政府と農民との関係）からも、機能するには至っておらず、

見直しが迫られている。 

 

【成果2】 

公営・私営精米所による機械式精米サービスが改善する。 

指標2-1. 調査された精米機の数：公設施設で稼働中の機械の80％以上 

指標2-2. 特定された推奨精米機の数：2種類以上 

指標2-3. 地域的に異なった精米機ニーズに対する精米サービス改善計画の適用可能性：適用性

と実施可能性の記載 

指標2-4. 供与された稼働中のモデル精米機の数：8台 

指標2-5. 推奨精米機を導入した精米所における精米機とロス削減量：Madang No.2 in Madang, 

Hayfield in East Sepik, Tamat Station in Manus, Bubuleta in Milne Bay 

＜成果2達成レベル&状況＞ 

成果2の機械式精米サービスについては、短期専門家の支援もあり、既に同国の精米機状況

につき調査が行われ、推奨精米機も3機種が特定され、既に各州に4セット（モデル精米機8台）

が供与されるなど、進捗しつつあるものの、精米機の稼動状況を今後、見守る必要がある。 

 

【成果3】 

農業畜産省のREUと食料安全保障局による稲作政策実施が強化される。 

指標3-1. 情報を提供した郡の数：対象州で少なくとも80％、11郡/年→33郡/2012～2014 

指標3-2. ニュースレターの発行件数：11件 

指標3-3. 小規模稲作普及ガイドライン作成に動員された作業部会の員数：タスクフォースで活

動中のメンバー6名 

指標3-4. 機械精米サービスガイドライン作成に動員された作業部会の員数：タスクフォースで

活動中のメンバー6名 

＜成果3達成レベル&状況＞ 

成果3については、稲作振興、特に小規模農家に係る農業畜産省の政策は継続し、実施され、

プロジェクトのニュースレターは発行されているものの、職員の数が限られており、小規模稲

作普及並びに機械精米サービスガイドライン作成に係る作業部会の活動は開始されていない。

また2014年に完了する稲作振興戦略・政策ペーパーがまだ作られていないなどの課題あり。 

 

３－２ プロジェクト目標の達成状況 

【プロジェクト目標】 

モデル農家アプローチとその支援システムの運用と改善によって、対象州において小規模稲作

が普及される。 

指標1. 終了時の小規模稲作農家の数：2014～2015年において15,590戸/対象4州 

指標2. モニタリング改善計画を実施する郡またはLLGの数：関係郡のうち80％以上 

指標3. MF補完研修が実施可能なREUと州職員の数：10名以上 

指標4. MF補完研修修了試験に合格したMFの数：80％以上 

指標5. 精米サービス改善計画を実施する郡またはLLGの数：関係郡のうち80％以上 

指標6. 本プロジェクトにより訓練されたMFから指導を受けた農民の数：16,000人 

＜達成レベル&状況＞ 

現時点でプロジェクト目標の達成を評価するのは時期尚早であるが、プロジェクト目標が計

画どおり、達成可能かどうかについては、対象州及び郡での活動によって、稲作が根づいてい

けるかどうかにかかっており、そのためにはモデル農家を主体とした農家間の支援システム、
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稲作振興の支援策がどこまで充実し、定着できるかにかかっているといえる。なおモデル農家

アプローチは同国で有効であり、適切な手法であることは調査結果からも明らかとなった。各

州での稲作振興の状況はかなり相違しており、現行、稲作農家の正確な統計は不透明であるこ

とから、モニタリングシステムの改善や目標指標については、各州の事情に応じた対応が必要

である。 

 

３－３ 評価結果の要約 

３－３－１ 妥当性 

妥当性は次の理由により高いと判断される。 

1）現金収入が限られている小規模農家に対し、稲作技術を普及することで、小規模農家

における食料生産の向上、支出の削減と摂取カロリーの増加による貧困削減に貢献する

ほか、地域内の食料安定供給並びにコメの国産化にも貢献するものである。なお、同国

の国家計画ではコメ増産を推し進める政策はフェーズ1以降、継続しており、本プロジ

ェクトは同計画に合致している。 

2）パプアニューギニアにおけるわが国の重点分野として、「経済成長基盤の強化」が掲

げられ、農業は優先分野の1つであり、持続的経済成長の達成と、社会経済の基盤を強

化し生活向上を図ることを目的とした協力をこれまで行ってきている。またわが国の援

助方針を示す対パプアニューギニア事業展開計画にも合致しており、本件は、重点分野

「経済成長基盤の強化」のうち、開発課題「経済活動の拡大」分野に含まれ、「産業振

興プログラム」に位置づけられており、農林水産業をはじめとした産業・商業の振興に

よる収入拡大等への支援を通じて、国民の大半が暮らす地方における生活基盤を強化す

ることがうたわれている。 

 

３－３－２ 有効性 

有効性は中程度と見込まれる。本プロジェクトは、需要の高い主食作物である稲作の普及

を目的に、モデル農家アプローチとその支援システムの適用と改善によって、プロジェクト

対象4州において、①稲作普及サービスの改善、②機械式精米サービスの改善、③農業畜産

省による稲作政策実施の強化を行うことにより、小規模農家が持続的に栽培できる稲作技術

を普及し、もって対象地における小規模稲作が普及、ひいては食料の自給率の向上に寄与す

るものであり、有効性が認められる。しかしながら、プロジェクトが計画どおり達成可能か

どうかについては、対象州及び郡での活動によるものである。とりわけ、新規対象2州では

コメは新しい作物であり、新技術、知識の習得を開始したばかりである。よって、コメの普

及、定着のためには、モデル農家を主体とした農家間支援システム、稲作振興の支援策がど

こまで充実、効果的に機能するかにかかっている。 

 

３－３－３ 効率性 

協力期間前半における効率性は中程度である。農業畜産省及び州政府による運営予算が不

足がちで遅滞状態であったことを除くと、要員と機材等の投入はおおむね予定どおりなされ

た。日本人専門家の投入については、派遣計画の短期専門家のリクルートが順調に進まず遅

滞したことや、チーフアドバイザー/普及計画管理専門家の前任離任から後任着任まで間が空

いたことなど、プロジェクトの円滑な活動実施、並びに継続性のためには今後、留意する必

要がある。一方、パプアニューギニア側の人的投入はR/Dに準じて行われているものの、減

員となった1名の増員はされていないうえに、入院中の職員など人材不足の課題が残されて

いる。なお本件は、最終便益者となる小規模稲作農家に対し、農民間普及手法（モデル農家

アプローチ）を導入し、稲作の振興を図るとともに、農業畜産省NDAL/REU及び対象州農業

畜産局（Provincial Department of Agriculture and Livestock：PDAL）の食料関係普及官を対象
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にして、稲作振興支援に関する能力向上を図っていくものである。中央・地方政府ともに稲

作技術者（指導者）の人材が不足している現状、更に同国の特性にかんがみて、信頼関係の

構築にはモデル農家を育成したうえで、周辺農家への波及効果を行うという普及アプローチ

は妥当のみならず、効率的であると考えられる。 

 

３－３－４ インパクト 

上位目標にある「対象州において持続的小規模稲作の拡大による稲作農家数並びにコメ生

産が改善される」についての判断を現時点で下すのは時期尚早である。しかしながら、以下

のような正のインパクトが現れてきており、その継続、拡大が期待される。 

1）対象州において、農家だけでなく学校や教会等、給食をはじめコメを常時消費する人々

が稲作栽培や技術についての関心を深めつつあり、コメへの関心を抱き、その経済並び

に食料安全保障等の利点（現金の節約ないし収入向上、栄養改善、より美味、貯蔵可能、

料理の容易さなど）を認識し、実践しつつある。 

2）東セピック州マプリック郡では、モデル農家が自発的に月例会議を開催し、意見交換

（精米機器や病害虫管理について）を実施。また、農民独自で精米機を共同管理するグ

ループも出てきているなどの正のインパクトがみられる。中央政府に比べて人員が充実

している州ないし郡政府の支援でこうした農民の組織化や情報共有が進むことが、今後

期待される。なお、マプリック郡のある村では稲作農家が精米を運営しているのみなら

ず、精米後に、パッケージまで作り、自分たちのコメの推進を行っている。さらに、こ

うした農民が集まる機会を利用して、郡担当官は、稲作の生産や状況に関する情報・デ

ータ収集、また農家の問題点の把握や相談も行っている模様。 

3）州普及員やモデル農家によって、稲作が徐々にではあるが周辺農家へ技術移転され、

稲作栽培を始めた農家が出ており、農民間普及手法が有効に生きている事例が多く出て

いる（一方、モデル農家や普及員の支援がない、労働力不足、他の換金作物へと関心が

移るなどの理由で、稲作を止めてしまった農家も存在）。 

4）パプアニューギニアの遠隔地では現金収入機会は少なく、自給自足生活生計に近い生

活をしている農民はいまだに多いが、そのような農民でさえ、昨今、長期保存が可能な

輸入米の消費が進み家計を圧迫している。しかし、自前でコメを生産できるようになる

ことで、家計が改善され、かつ余剰米の売却で現金収入の道も開けるなど、僻地の生計

向上、食料安全保障にも寄与すると考えられる。また対象州で小規模稲作の振興が継続

的に進めば、2014年に現行の政策が終了する「コメ開発政策」の後継政策などに正のイ

ンパクトを与えることが見込まれる。 

 

３－３－５ 持続性 

中間レビュー時点では持続性を判断するのは時期尚早であるが、現時点での見通しは以下

のとおり。 

1）政策・制度面 

国家農業開発政策はプロジェクト終了後も継続されるので、稲作振興政策についても

継続される見込みは高い。ただし2014年に終了する「コメ開発政策」の後継について現

状ではまだ具体的な対応の動きはなく、小規模稲作の振興の位置づけや国家としての優

先順位、更に普及の方法や種子確保をはじめ、政府の関与に係る方針、戦略はまだ不透

明のままである。 

2）組織・財政面 

REUは2008年に農業畜産省食料安全保障局に設置されたが、職員は現在3名（1名は病

欠）に限られ、組織として十分に機能していない。業務はREUの長（Rice Coordinator）

が掌握し、他職員との協働・共有は現状難しく、また人事が極めて不安定である。この
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ように中央政府の人事は極めて脆弱である一方、州政府の農業事務所では優秀な人材が

新規採用されているところもあり、総じて地域人材は豊富である。また、パプアニュー

ギニア側の予算は、これまで食料安全保障局の運営予算、食糧増産援助（2nd Kennedy 

Round：2KR）を原資とするカウンターパートファンド予算ともに十分に確保されてい

るものの、農業畜産省幹部の不安定な人事によって、執行は遅れ、内容も不明瞭など課

題も多く残されており、引き続き注視が必要である。 

3）技術面 

これまでの協力を通じ、農業畜産省及び州政府のC/Pは稲作に関する基本的な技術を

指導できる能力を獲得している。しかし、モデル農家の離脱や稲作の状況など適切な報

告がなされていないなど、モニタリング方法や支援体制はまだ十分でなく、技術並びに

責任体制などの向上をめざすため、テキストの改訂やタイムリーな支援体制の整備など

に取り組む必要がある。なお、これまで導入している車両については適切に維持管理さ

れており、現在導入を進めているモデル精米機と付随する施設については、今後、適切

な管理につき指導を行う予定である。 

 

３－４ 効果発現に貢献した要因 

（1）計画内容に関すること 

フェーズ2開始以前から、パプアニューギニア主導で、新規対象州をはじめ、対象地域

において、C/Pや農家に研修が行われ、稲作に関する知識や農家アプローチについて理解

促進が図られた。こうしたパプアニューギニア側のイニシアティブや尽力があったこと

で、本プロジェクトに対する理解が促進され、またプロジェクト活動を着実に進められた

と考えられる。 

 

（2）実施プロセスに関すること 

プロジェクト業務を遂行するうえで、中央並びに対象州のC/Pの多くの意欲や意志は高

く、本計画を促進するための有利な条件となっている。加えて、多くの普及員やモデル農

家は本プロジェクトにおける自らの役割や責務を理解しており、また稲作の振興及び村落

共同体の生計改善に意欲をもっている。 

 

３－５ 問題点及び問題を惹起した要因 

（1）計画内容に関すること 

ベースライン調査の実施及び調査結果の取りまとめの遅れによって、調査結果を十分に

活動に反映でなかった。また、稲作に関する基礎データがまだ十分に入手できず、各州で

稲作の現状を明確に把握できていないことで、実態に合った活動計画を立てることが十分

にできないなどの要因を引き起こした。 

 

（2）実施プロセスに関すること 

・小規模農家と行政官との信頼関係 

稲作農家と行政官、特に郡担当官との信頼関係が構築されていないことが、データの収

集をはじめ現状把握を困難にするだけでなく、十分な普及支援活動を行えない要因ともな

った。これは、郡政府の稲作への理解や郡の優先順位という側面もあるが、何より郡担当

官が農家を訪問する機会が少ない、あっても一方的な質問やデータ収集だけで、農民の声

に耳を傾けない、問題や課題への対応をしてくれないという農家側の不満が背景にある。

一方、東セピック州のように、フェーズ2以降、郡の関与、協力の重要性にかんがみ、郡

にコメ担当官を配置する手はずを整え、農家への支援を行っているところもあり、そうし

た地域では、農家と普及担当官との関係も良好で、活動もスムーズであり、また稲作が根
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づきつつある。 

・人材投入の制約 

パプアニューギニアの人的投入ではC/Pの人数の制限や度重なる交代など、プロジェク

ト実施につき人材配置が大きな制約となっている。 

 

３－６ 結論及び提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

プロジェクトは開始から約2年が経過し、今回、中間レビュー調査を実施した。その結果、

本プロジェクトはパプアニューギニア並びにわが国の援助政策との整合性を保っており、妥当

性は高いといえる。また、本プロジェクトで採用されたモデル農家アプローチは、成果の達成

に貢献している。効率性は、パプアニューギニアのC/P交代の遅滞、C/Pの配置等から、中程度

と見込まれる。なお、ミルンベイ州やマヌス州など新規対象州におけるモデル農家は、今後も

コメ栽培の技術や知識を習得していく必要があることから、本プロジェクトの有効性も同様、

中程度と見込まれる。インパクトや持続性についての判断を現時点で下すのは時期尚早である

が、成功事例として、農民間普及手法が有効に生き、稲作が徐々にではあるが周辺農家へ技術

移転され、稲作栽培を始めたり、コメの自給を達成した小規模農家が出るなど、正のインパク

トが現れている。結論として、プロジェクト活動は基本的に当初計画に沿って実行されてはい

るものの、まだ期待する成果を十分に出すには至っておらず、持続的稲作振興はまだ道半ばで

ある。 

よって、プロジェクト目標が計画どおり、達成可能かどうかについては、モデル農家を主体

とした農家間の支援システム、稲作振興の支援策がどこまで充実し、定着できるかにかかって

おり、モデル農家への支援及びモニタリングシステムの充実、また小規模農家の希望と自信が

何より重要であると調査団は判断した。更に今回の調査結果、プロジェクトの一層の成功、前

進のためには、まだ取り組むべき課題が残されていることから、プロジェクト後半に残された

時間や予算の制約をかんがみつつ、パプアニューギニア側の実施体制の更なる強化が必要と思

われる。 

中間レビューの結果に基づく評価団の提言は、以下のとおり。 

 

３－６－１ プロジェクトに対する提言 

（1）モニタリング実施体制の強化 

・対象州の農業畜産局によるモデル農家指導を含むモニタリング活動のための十分な予

算措置及び予算の適切な執行 

・モニタリング様式の簡素化・改訂 

・関係機関間（農業畜産省、とりわけ稲作普及課職員、郡及び地方自治体を含む州政府

職員）の緊密な連絡及び関係者のモニタリングに対する強力なイニシアティブ 

（2）モデル農家支援の強化 

・コメ生産技術リーフレットの作成をはじめ、既存のマニュアルを改訂することが求め

られる。 

・州農業畜産局は、モデル農家のモチベーションを高めることが望まれる。 

（3）小規模農家の支援の重要性 

農業畜産省及び州農業畜産局は小規模農家に対する研修、コメの病害虫に関連する情

報提供等の支援を行うことが重要である。さらに、対象州における農業畜産省、州農業

畜産局、郡、地方自治体及び小規模農家の間の技術情報の円滑な流れは、稲作振興に向

け十分に確保されなければならない。 

（4）対象州間の技術交換の推進 

今後の協力期間において、東セピック州に蓄積された好事例及び経験を他州に普及す

ることが効果的である。さらに、相乗効果の発現のために、州の行政官間のみならず
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農家間の技術交換の推進が必要である。 

（5）稲作に係る技術助言 

・稲作普及課は対象4州と協力し、主要かつ重要な病害虫を同定するための迅速な調査

を実施し、この結果を踏まえ、短期専門家の派遣要請を行うこととする。 

・各品種の特性、特に長所と短所を示したリストを整備する必要がある。 

・乾燥についての研修が重要で、収穫後の籾の乾燥方法を示したパンフレットを作成す

るとともに、各精米所に水分測定器を設置することが必要である。 

（6）精米機の据付け・運用 

対象州での小規模農家のコメ生産を推進するには、精米機の運用が急務となってお

り、上記精米機の設置及び精米所の建設に向け州農業畜産局の支援が必要である。 

（7）PDMの改訂 

プロジェクト目標及び上位目標に記載された稲作農家の指標は、現状に基づき改訂さ

れるべきである。さらに、ベースライン調査は時間及び予算的な制約から、本プロジェ

クト対象4州に限定すべきである。 

 

３－６－２ 農業畜産省及び州農業畜産局に対する提言 

農業畜産省は、プロジェクト活動の効果的な実施のために、収穫後処理技術、栽培、農業

普及サービス及び情報工学の分野で少なくとも計3名のC/Pを配置すべきである。他方、各対

象州の州農業畜産局は、プロジェクト活動の円滑な実施のために、それぞれ必要とされる人

数のC/Pを新たに配置する必要がある。 

 

３－７ 教訓 

（1）ベースライン調査とモニタンリング 

ベースライン調査は、プロジェクト関係者が現状に係る情報及び関連データを共有する

ために適時に実施されるべきである。 

（2）現地の状況に合致した営農システムの開発 

小規模農家の生計向上を推進するためには、稲作マニュアルの整備とともに、稲作を含

めた地域に適した営農体系の構築が求められる。 

（3）JICAボランティアとの連携、他のステークホルダーとの連携 

より効果・効率的な協力のために、コメ生産にかかわる他のステークホルダーとの調整

とともに、ボランティアとの連携を強化することが求められる。 

（4）現地リソースの活用 

協力実施段階において、日本人専門家に限定せずに、ローカルリソースを含む幅広い人

材の登用をプロジェクトの投入として検討すべきである。 

（5）モデル農家アプローチの有効性 

本プロジェクトの対象州のみならず、パプアニューギニアの他の州においても、農民間

普及アプローチが普及することが期待される。今後は、モデル農家の役割の明確化及びモ

デル農家支援システムの整備も必要である。 

（6）好事例の収集・蓄積 

過去の経験から成功及び制約要因を収集し、その要因を分析することにより、他の小規

模農家への適用及び活用が可能となる。 

（7）小規模農家による稲作データ収集並びに農家が直面する課題の収集の重要性 

稲作の現状や傾向を把握するために、正確なデータの収集は重要であり、データ収集と

同時に、圃場において農家が直面する問題や疑問を収集し、把握することが望ましい。デ

ータ収集と記録の保管は、精度の高い統計及び資料作成に必要のみならず、的確なモニタ

リング及び計画策定のためにも必要な作業である。  




